
インドネシアにおける知財判決集第２集の作成について⑵

ＪＩＣＡインドネシア長期派遣専門家
西　尾　信　員

　前号では、インドネシアにおける知財判決集第２集の概要について紹介したが、本号で
は、同判決集に登載されたインドネシアの判決１０件の要約を紹介する 1。
　判決の要約については、冒頭に事件の基本情報や対比される商標を表示した上、事案の
概要、各審級の判断の骨子、判決によって示された法的規範等を記載するなどして、各
判決についてそれぞれ簡潔にまとめたものである（筆者が判決原文の仮和訳を参考にし
て作成したものであるため、飽くまで判決の概要を知るための参考とするにとどめ、詳
細はインドネシア最高裁判所（以下「最高裁」という。）の判決ウェブサイト「Direktori 

Putusan」2 から原文を入手して参照されたい。）。判決４は、現行法である「商標及び地理的
表示に関する法律２０１６年第２０号」（以下「商標法」という。）を適用した事例である
が、それ以外の判決は、旧法である「商標に関する法律２００１年第１５号」（以下「旧
商標法」という。）を適用した事例である。ただし、これらの判決は、いずれも現行法下
においても先例性を有するものといえる。
　上記判決には、商標法の基本的な理解を欠いていると考えられる判決も存在するが（判
決２の第一審判決等）、少なくとも現在の最高裁民事室（Kamar Perdata）は、ＴＲＩＰＳ
協定に従い、インドネシア国内外の周知商標を保護する意思を有していることがうかがわ
れる。
　本稿がインドネシアの商標事件の理解に少しでも役に立てば幸いである。

1　前号では、インドネシアの知財事件の管轄について説明したが、最高裁に関する法律１９８５年第１４号、２００４
年第５号及び２００９年第３号は、上告と司法審査（再審）について次のように定めている。
　すなわち、同法２８条１項ａ号、２９条、３０条１項によれば、最高裁は、全ての系列の司法裁判所の判決又は決
定に対する上告審を担当するものとし、上告理由は、①権限を欠き、又は権限の限度を超えている場合（同項ａ号）、
②法律の適用を誤ったか、又は違反した場合（同項ｂ号）、③法令で定められた条件を満たしておらず、そのことが関
連する判決の取消しを招くおそれがある場合（同項ｃ号）とされている。
　また、同法２８条１項ｃ号、６６条、６７条によれば、最高裁は、確定判決に対して再審をすることができるとし、
民事確定判決に対する再審事由は、①判決が、確定後に判明した相手方当事者の嘘若しくは偽りに基づくものであるか、
又は刑事裁判官が後に誤りであると宣言した証拠に基づく場合（同条ａ号）、②判決の確定後に、事件の審理が行われ
た時点では発見できなかった決定的な証拠が発見された場合（同条ｂ号）、③請求されていない事項又は請求された事
項を超える事項が認められた場合（同条ｃ号）、④請求の一部が、その理由を検討することなく認められなかった場合（同
条ｄ号）、⑤同一当事者間で、同一の事項について、同一の理由により、同一の裁判所又は審級において、相反する判
決が下された場合（同条ｅ号）、⑥判決に裁判官の過失又は明白な誤りがある場合（同条ｆ号）とされている。
2　https://putusan3.mahkamahagung.go.id/beranda.html
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（参考条文）
旧商標法
第４条
　商標は、善意のない出願人による出願に基づいては、登録を受けることはできない。
第５条
　商標は、次のいずれかに該当する場合には、登録を受けることができない。
（ａ）　現行法規、宗教規範又は公の秩序に反するもの
（ｂ）～（ｄ）　省略
第６条
（１）�　商標登録出願は、次のいずれかに該当する場合には、法務人権省知的財産総局によ

り拒絶される。
（ａ）�　同種の商品ないし役務について、先に登録された他者の所有する商標と要部又は

全体において同一性を有する場合
（ｂ）�　同種の商品ないし役務について、他者の所有する周知商標と要部又は全体におい

て同一性を有する場合
（ｃ）　省略
（２）�　（１）（ｂ）の規定は、更に政令で規定する条件を満たす限り、同種でない商品ない

し役務に対しても適用される。
（３）　省略

商標法
第２０条
　次のいずれかの商標は、登録することができない。
（ａ）　国家のイデオロギー、法規、道徳規範、宗教、倫理又は公の秩序に反するもの
（ｂ）～（ｆ）　省略
第２１条
（１）　商標の要部又は全体が、次のいずれかと類似する場合、出願は拒絶される。
（ａ）　同種の商品ないし役務について既に登録又は出願されている他者の所有する商標
（ｂ）　同種の商品ないし役務について他者の所有する周知商標
（ｃ）�　特定の条件を満たす、同種でない商品ないし役務について他者の所有する周知商

標、又は
（ｄ）　省略
（２）　省略 
（３）　出願人の悪意に基づく商標登録出願は拒絶される。
（４）�　（１）（ａ）～（ｃ）に関する商標登録出願の拒絶に関する更なる詳細な規定は、大

臣令により定められる。
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１　J & K INTERNATURAL事件

判決番号 246 PK/Pdt.Sus-HKI/2018

判決日 ２０１８年１２月１９日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 KHO TJENG TJIAN（再審請求人、上告人、被告）
対

J & K INTERNATURAL CO. LTD（再審被請求人、被上告人、原告）

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１８年１２月１９日（248 PK/Pdt.Sus-HKI/2018）
２０１７年９月１２日（1118 K/Pdt.Sus-HKI/2017）
２０１７年５月２３日（72/Pdt.Sus-Merek/2016/PN.Niaga.Jkt.Pst）

事案の概要 　本件は、タイを拠点として石鹸等の化粧品を製造する原告が、被告
は、悪意に基づいて、未登録の周知商標 3 である原告商標と要部又は全
体おいて同一性を有する被告商標の登録を受けたとして、被告商標の使
用の停止（仮処分）及びその登録の取消し等（本案）を求めた（本訴）
ところ、被告が、原告の提訴によって名誉を毀損されたとして、損害賠
償を求めた（反訴）事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

１　仮処分申立て…申立却下
　原告の立証は不十分であり、これを却下すべきである。
２　本案請求
⑴　本訴…請求一部認容
（原告商標の周知性）
　旧商標法６条１項ｂ号注釈 4 によれば、周知商標に当たるか否か
は、当該事業分野における当該商標に関する社会一般の知識のほ
か、所有者による大々的な間断なき広告宣伝活動、世界各国での投
資により得られた名声、各国における商標登録に関する証拠にも留
意して判断すべきである。

3　旧商標法及び商標法では、「Merek Terkenal」という用語のみが用いられているが、これは「周知商標（Well-known 
Trademark）」と訳するのが相当と思われる。「Merek Termasyur」が「著名商標（Famous Trademark）」に当たると考えら
れるが、商標法や判決集第２集の登載判決では、同用語は用いられていない。
4　インドネシアでは、法律が制定される際、条文そのものとともに、条文ごとの注釈（Penjelasan）も併せて公布され
ている。ただし、大半の条文については、「自明である（Cukup jelas）」として特段の記載がない。
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　原告商標は、被告商標の登録時（２０１２年２月７日）よりも相
当前である１９９８年１１月１９日から、世界の多くの国々におい
て使用され、タイ、マレーシア、シンガポール、フィリピン、ベト
ナム、カンボジア、中国、クウェート等の各国で登録されており、
２０１６年１１月９日、インドネシアでも出願されている 5。そう
すると、原告商標は周知商標といえ、同種でない商品ないし役務と
の関係でも保護されるものというべきである。
（被告商標と原告商標の類否）
　旧商標法６条１項ａ号注釈によれば、要部又は全体における同一
性とは、ある商標と他の商標に支配的な要素が存在していることに
よって生ずる同一性をいい、形状、配置方法、表記方法若しくはそ
れらの組合せ又は称呼における同一性があるという印象を与えるも
のをいうとされている。
　被告商標と原告商標は、配置方法、表記方法、称呼の面で同一性
があり、特に称呼の面において要部の同一性が認められ、一般公衆
の記憶では同一の印象を与えるものであり、被告商標と原告商標の
間には密接な関係があるという印象を与え、その結果として一般公
衆は当該商品の出所について誤認してしまうといえる。そうする
と、被告商標は、原告商標と要部における同一性を有するといえ
る。
（被告の悪意）
　旧商標法４条注釈によれば、善意の出願人とは、自己の事業のた
めに他者に被害を与え、不正競争を行い、消費者を誤認させ騙すよ
うな、他者の商標の周知性に便乗・模倣する意図を有さずに、適切
かつ正直に商標登録を行う出願人を指すとされている。また、最高
裁は、「他者の周知商標の使用と模倣は悪意による使用者であると
認定されなければならない。なぜならば法的保護を付与するに相応
しくないからである。」（370 K/Sip/1983）と判示し、また、「国内事
業者は海外の名称や商標を模倣するのではなく国家アイデンティ
ティのある商標を使用する義務がある。なぜなら消費者は商品の出
所を誤認してしまうからである。」（220 K/Pdt/1986）と判示し、さ
らに、「一般公衆の考えや見方を惑わせ、曖昧にし、混乱させる商
標使用の行為には、悪意や不正競争が含まれているものと認定す
る。」（39 K/Pdt/1989）と判示している。
　原告商標は、１９９８年１１月１９日から長きにわたって使用さ

5　未登録商標の所有者は、商標登録取消訴訟を提起する前に、法務人権省知的財産総局に対して当該商標の登録出願を
しなければならない（旧商標法６８条２項）。
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れ、タイその他の数か国において登録されている一方、被告商標は
２０１２年２月７日になってから登録されている。そうすると、被
告商標は、原告商標との要部の同一性が支配的な状況にあり、その
登録より遥か以前から周知であった原告商標を模倣・便乗したとい
うべきであり、悪意に基づいて出願されたものであるといえる。そ
して、旧商標法６９条２項の規定により、この場合の商標登録取消
訴訟の提訴期間は無期限である 6。
（結論）
　被告商標の登録は、取り消されるべきである。

⑵　反訴…請求棄却
　原告の本訴請求は一部認容されるから、反訴については全体を棄
却する。

上告審の判断 上告棄却
　被告商標は、国際的な周知商標である原告商標及びその派生商標と要
部及び全体における同一性を有しており、被告の悪意が認められるか
ら、第一審の判断は相当である。

再審の判断 再審請求棄却
　原告商標及びその派生商標は、国際的な周知商標である一方、被告商
標は、悪意に基づいて登録されているため、上告審の判断は相当であ
り、これを覆すに足りる決定的な新証拠の存在は認められない。

再審裁判体 裁判長：Dr. H,M. Syarifuddin, S.H.,M.H.

裁判官：Dr. Nurul Elmiyah, S.H.,M.H.

裁判官：I Gusti Agus Sumanatha, S.H.,M.H.

法的規範 　ある商標がすでに登録されて商標登録証を取得していたとしても、当
該商標登録が自身の利益のために他者の商標の周知性に便乗・模倣・盗
用する悪意に基づくものである場合、これを取り消さなければならな
い。

6　旧商標法６９条１項は、商標登録取消訴訟は、商標の登録日から５年以内に提起するものとし、同条２項は、当該商
標が宗教規範、道徳又は公の秩序に反する場合、取消訴訟は、期間の定めなく提起することができるとしている。
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２　ＥＩＫ事件

判決番号 90 PK/Pdt.Sus-HKI/2019 

判決日 ２０１９年１０月２３日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 PT ENGINEERING INDONESIA KARYA（再審請求人、被上告人、被告）
対

EIK ENGINEERING SDN. BHD（再審被請求人、上告人、原告）
法務人権省知的財産総局商標局（従属再審被請求人、従属被上告人、従
属被告）7

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１９年１０月２３日（90 PK/Pdt.Sus-HKI/2019）
２０１７年１２月４日（1300 K/Pdt.Sus.HKI/2017）
２０１６年１２月１４日（46/Pdt.Sus.Merek/2016/PN.Niaga.Jkt.Pst）

事案の概要 　本件は、東南アジアで最大のショベルカー機器の製造業者である原告
が、原告の製品の販売業者であった被告は、悪意に基づいて、未登録の
周知商標であった原告商標と要部又は全部において同一性を有する被告
商標の登録を受けたと主張して、その取消し等を求めた事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

請求棄却
　被告は、２０１２年６月６日に被告商標を出願し、同年９月２４日か
ら同年１２月２４日までの公開期間における異議申立て（旧商標法２２
条～）もなかったため、先願主義に基づいて、２０１５年１月２４日に
登録された。
　原告は、被告商標の出願日の後である２０１６年７月２７日に原告商
標を出願しており、先願主義の原則に従い、原告商標について権利を有
しない。

上告審の判断 原判決取消・請求認容
　原告は、旧商標法６８条２項の訴訟要件を満たすために、原告商標
の出願をした上で、同法４条ないし６条に基づき、被告商標の取消し

7　商標登録取消訴訟において、法務人権省知的財産総局商標局を従属被告として当事者に加えている事例もあるが、こ
れは必要的ではなく、判決１や４では従属被告を加えていない。
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を求めたものである。
　原告は、原告商標の先使用者・正式な権利所有者であり、原告商標
は、２００７年２月６日以降、マレーシア、シンガポール、アメリカ、
オーストラリアを含む複数の国で登録されており、被告商標が出願され
た時点ですでに周知商標であったといえる。
　他方、被告は、２０１２年１０月１５日から２０１５年１０月１５日
までの間、インドネシアにおける原告商標を使用した製品の販売業者で
あった。
　被告商標「ＥＩＫ」と原告商標については、大文字で記載された「Ｅ
ＩＫ」の文字、称呼の同一性があるし、被告商標「ＥＩＫＡ」について
も、「ＥＩＫ」に「Ａ」が追加されても、主要部分である「ＥＩＫ」と
いう言葉又は「ＥＩＫ」という文字列の要素全体を失わせるものではな
いため、いずれも要部における同一性が認められる。
　よって、被告は、原告商標にフリーライドする意思で被告商標の登録
を受けたといえ、これが悪意に基づくものであったことは明らかであ
る。

再審の判断 再審請求棄却
　上告審は明白な誤りをしておらず、これを覆すに足りる決定的な新証
拠は存在しない。

再審裁判体 裁判長：Prof. Dr. Takdir Rahmadi, S.H., LL.M.

裁判官：Dr. Nurul Elmiyah, S.H., M.H.

裁判官：I Gusti Agung Sumanatha, S.H., M.H.

法的規範 　未登録の商標権者による商標登録取消訴訟については、インドネシア
の登録商標権者（最初の登録者）が相手であっても、当該登録が悪意に
基づいて行われたものであれば、これを取り消すことができる。
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３　PROFIL TANK事件

判決番号 7 PK/Pdt.Sus-HKI/2018

判決日 ２０１８年２月６日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 DJUNATAN PRAMBUDI（再審請求人、上告人、被告）
対

PT PROFILIA INDOTECH（再審被請求人、被上告人、原告）
法務人権省知的財産総局商標局（従属再審被請求人、従属被上告人、従
属被告）

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　 原告商標

訴訟の履歴 ２０１８年２月６日（7 PK/Pdt.Sus-HKI/2018）
２０１５年８月２８日（284 K/Pdt.Sus-Merek/2015）
２０１４年１２月９日（05/Pdt.Sus-Merek/2014/PN.Niaga.Sby）

事案の概要 　本件は、インドネシア国内で水タンクを販売する原告が、被告は、悪
意に基づいて、登録済みの周知商標である原告商標と要部ないし全体に
おいて同一性を有する被告商標の登録を受けたとして、その取消し等を
求めた事案である。

第一審の判断
（スラバヤ地
裁商事裁判
所）

請求認容
（原告商標の周知性）
　原告は、１９９５年から、原告商標を付した水タンクの販売を行って
いるところ、印刷媒体やラジオの広告を通じて大々的な広告宣伝活動を
行い、ジャカルタとスラバヤの各種最大規模の技術展示会に参加し、長
期の販売を行い、市場でも安定している。原告の水タンクは、複数の有
名企業、多くの店舗、消費者が利用している。それゆえ、原告商標は周
知性を有するといえる。
（被告商標と原告商標の類否）
　被告商標と原告商標は、「ＰＲＯＦＩＬ」という文字の構成と称呼に
おいて同一性を有し、支配的な要素の類似性があるから、明らかに要
部の同一性が存在する。被告商標は、「ＰＲＯＦＩＬ」という文字と
「８８」、「８９」という数字との組合せであるが、文字部分が商標の要
素であることに鑑みると、数字部分は原告商標との関係で識別力を有さ
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ない。
（指定商品の類否）
　原告商標の指定商品（２１類）と被告商標の指定商品（０６類、１１
類）については、法的な商品区分に違いはあるものの、いずれも市場で
は水タンクの商品として、同じ機能と用途で使われており、産業分野と
市場は同一であって、両指定商品は類似しているといえる。
（被告の悪意）
　消費者ないし公衆は、被告商標と原告商標との間に要部の同一性があ
り、これらの指定商品が類似していることから、被告の商品が原告の商
品と同一と考え、それにより、被告の商品が原告の商品と同一グループ
の商品である、原告と被告との間に協力関係があるなどと認識すること
になるため、少なくとも消費者等を誤認させ得る、又は騙し得るもので
ある。
　そして、原告商標が周知商標であり、一般市場で高い知名度を有して
いることから、被告は被告商標が原告商標と要部の同一性を有すること
を認識していたはずであるが、これをそのまま登録している。
　したがって、被告は悪意であったといえる。なお、本件訴訟は、被告
に悪意があったこと、すなわち「公の秩序に反する」ことを理由とする
ものであるため、旧商標法６９条２項により提訴期間の制限はない。

上告審の判断 上告棄却
　原告は、１９９２年５月４日に原告商標の登録を受け、これはイン
ドネシアにおいて周知商標となって名声を得ていたところ、被告は、
２００８年３月２８日に原告商標と類似する被告商標の登録を受けたも
のであり、これは原告商標に便乗することを意図したものとみなされ、
悪意に基づいているといえる。

再審の判断 再審請求棄却
　上告審の判断は相当である。原告は、先願商標である原告商標につい
て保護を受ける権利を有している。

再審裁判体 裁判長：Soltoni Mohdally, S.H., M.H.

裁判官：Dr. H. Zahrul Rabain, S.H., M.H.

裁判官：Sudrajad Dimyati, S.H., M.H.

法的規範 　被告商標と原告商標については、文字部分である「ＰＲＯＦＩＬ」に
支配的要素があり、その称呼が消費者の混乱を招く一方、数字部分であ
る「８８」と「８９」は決定的性質を有していない。
　商標の保護は、消費者を誤認させないように、出所と品質保証を維持
することを目的としている。
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４　LEXUS事件

判決番号 438 K/Pdt.Sus-HKI/2018

判決日 ２０１８年５月１５日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 MARZUKI TAN（上告人、被告）
　　　　　　　　　　　　対
TOYOTA JIDOSHA KABUSHIKI KAISHA（TOYOTA MOTOR CORPO-
RATIONの名称でも事業を実施）（被上告人、原告）

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１８年５月１５日（438 K/Pdt.Sus-HKI/2018）
２０１７年１１月２８日（46/Pdt.Sus-Merek/2017/PN.Niaga.Jkt.Pst）

事案の概要 　本件は、日本の最大手の自動車会社である原告が、被告は、悪意に基
づいて、登録済みの周知商標である原告商標と要部又は全体において同
一性を有する被告商標（指定商品：衛生用品等）の登録を受けたとし
て、その取消し等を求めた（本訴）ところ、被告が、原告の本訴提起に
よって名誉を毀損されたとして、損害賠償を求めた（反訴）事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

１　本訴…請求認容
（被告商標と原告商標の類否）
　商標法２１条注釈によると、要部の同一性とは、ある商標と他の商
標の支配的な要素が類似していることであり、それらの商標の外観、
配置、表示若しくは要素の組合せ又は称呼の同一性により類似して
いる印象を与えるものを指すとされている。また、最高裁判決（279 
PK/Pdt/1992）は、商標の要部又は全体の同一性は、①形状の同一性
（similiarity of form）、②構成の同一性（similiarity of composition）、③
組合せの同一性（similiarity of combination）、④要素の同一性（similiarity 
of elements）、⑤音の同一性（sound similarity）、⑥発音の同一性
（phonetic similarity）、又は⑦外観の同一性（similirity in appreance）に
よって判断すると判示している。
　被告商標と原告商標については、①「ＬＥＸＵＳ」という文字が主
要な要素になっていること、②外観が同じであること、③同じ音・発
音を有していること等からして、要部における同一性があることは明
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らかである。
（原告商標の周知性）
　商標の周知性の判断においては、商標登録に関する法務人権大臣令
２０１６年第６７号（以下「２０１６年大臣令」という。）１８条を
参照すべきである。すなわち、①当該事業分野における当該商標に関
する社会の認識、②各国での販売量や長期間にわたる安定的な販売期
間という商標利用の範囲の広さ、③各国における登録と当該商標の使
用期間の長さという商標登録の範囲の広さ、④当該周知商標の所有者
による模倣商標の登録防止の成功事例の有無等を考慮して判断すべき
である。
　原告は、原告商標を、６類、９類、１１類、１２類、１４類、１６
類、１８類、２０類、２１類、２５類、２８類、３４類、３６類、
３７類及び３９類の指定商品ないし役務について保護を受けるため
に、インドネシア、アメリカ、ロシア、イタリア、ノルウェー、ウル
グアイ、エクアドル、ペルー、オーストラリア、台湾、アラブ首長国
連邦、中国、フランス、スペイン、ドイツ、オーストリア（国際登
録）等において登録している。そして、原告は、２８年間以上の長き
にわたって原告商標を使用し、インドネシアを含む各国において、
継続的に発行してきたパンフレット、広告、カタログ、新聞、雑誌
により大規模な宣伝広告活動を行い、国際的メディアである「Brand 
Finance」が発表する「Global 500 the World’s Most Valuable Brands」に
もその名を連ねている。
　それゆえ、原告商標は周知商標として、特別な保護を享受すべきで
ある。
（被告の悪意）
　善意の出願人に分類されるのは、自己の事業の利益のために、他者
の商標の周知性に便乗し、これを模倣する意図を有し、これにより他
者に損害を与え、不正競争を発生させ、消費者を混乱・困惑させる状
況を招くことなく、適切かつ誠実に商標を登録する出願人である。そ
うすると、悪意の有無を判断する要素は、①図利加害目的があるこ
と、②消費者を欺罔し、不正競争を行い、又は他者の商標の周知性に
便乗し、若しくは模倣する方法によるものであること、となる。最高
裁判決（220/Panitia Kreditur/Perd/1986）も、インドネシア製の製品を
生産するインドネシア人は、インドネシア国家のアイデンティティを
明確に示す商標名を使用すべきであり、海外の商標を模倣すべきでな
いことはもとより、可能な限りこれと類似する名称を避けなければな
らない旨を判示している。
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　そして、被告は、様々な指定商品における原告商標の品質及び評判
に関する社会の認知度を知っていたはずであり、原告商標と要部又は
全体の同一性を有する被告商標の登録は、原告商標の周知性に便乗す
る図利加害目的があり、消費者は被告の製品を原告ないしそのグルー
プの製品であると誤認してしまうため、消費者を困惑させるのは明ら
かであり、明らかに悪意による行為である。
　したがって、被告商標の登録は、悪意による出願に基づくもので
あって、取り消されなければならない。この結論は、被告商標の指定
商品が原告商標とは異なる衛生用品等であるという事実によって左右
されるものではない（ＴＲＩＰＳ協定１６条３項も援用）。
２　反訴…訴え却下
　被告が主張する民法１３６５条に基づく不法行為は、一般民事事件
であって、特別民事事件（商事事件）に分類されるものではないた
め、商事裁判所は、反訴の裁判を行う権限を有していない。

上告審の判断 上告棄却
　原告商標は、様々な指定商品を保護するためにインドネシアを含む各
国で登録され、大々的な広告宣伝活動が行われ、国際的メディアにも名
を連ねていることからして、周知商標といえる。
　被告商標と原告商標との間には、非類似の商品における言葉、音、発
音、外観の同一性があり、要部の同一性があるといえる。
　被告商標は、インドネシアにおいて２０類と２４類では先に登録され
ているものの、原告商標はそれより遥かに前から登録されて周知になっ
ていたし、「ＬＥＸＵＳ」という言葉はどの国の言語でも意味を持たな
い短縮形の言葉である。そうすると、被告は、原告商標の周知性に便乗
し、これを模倣する意図を有し、消費者を欺罔し、誤認させたものであ
り、被告商標は、悪意に基づいて登録されたというべきである。

上告審裁判体 裁判長：H. Hamdi, S.H., M.Hum.

裁判官：H. Panji Widagdo, S.H., M.H.

裁判官：Dr. Ibrahim, S.H., M.H., LL.M.

法的規範 　周知商標と要部の同一性があると証明されたインドネシアにおける登
録商標は、保護を受けることができない。
　原告商標については、多数の国で登録を受け、複数のメディアで広
告宣伝活動を行っていたことが、周知商標と認定した基準となった
（２０１６年大臣令１８条３項参照）。
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５　HUGO BOSS事件

判決番号 217 PK/Pdt.Sus-HKI/2018

判決日 ２０１８年１１月１３日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 TEDDY TAN（再審請求人、被上告人、被告）
対

HUGO BOSS TRADE MARK MANAGEMENT GMBH & CO. KG.（再審
被請求人、上告人、原告）
法務人権省知的財産総局商標局（従属再審被請求人、従属被上告人、従
属被告）

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１８年１１月１３日（217 PK/Pdt.Sus-HKI/2018）
２０１７年４月４日（92K/Pdt.Sus-HKI/2017）
２０１６年１０月３日（30/Pdt.Sus.Merek/2016/PN.Niaga.Jkt.Pst）

事案の概要 　本件は、ドイツの大手アパレルメーカーの商標管理会社である原告
が、被告は、登録済みの周知商標である原告商標と要部かつ全体におい
て同一性を有する被告商標の登録を受けたと主張して、その取消し等を
求めた事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

請求棄却
　原告商標「ＨＵＧＯ　ＢＯＳＳ」は、香港、ドイツ、台湾、中国、Ｅ
Ｕ、シンガポール、ニュージーランド、オーストラリア等の多くの国で
商標登録され、インドネシアでも１９８９年１月２４日に商標登録され
ている一方で、被告商標は、２００８年３月３日以降、インドネシアで
実体審査を経て適法に商標登録されている。
　他方で、「ＨＵＧＯ」という文字の要素からなる商標は、インドネシ
ア、アメリカ、ＥＵ、フランス、シンガポール、ニュージーランド、ス
イス、カナダ、メキシコ、フィリピン、英国、スペインにおいて商標登
録されており、「ＨＵＧＯ」という語は、広く使用されているといえる。
　原告商標と被告商標を比較すると、いずれも「ＨＵＧＯ」という文字
の要素が存在するが、原告商標には「ＢＯＳＳ」、被告商標には「ＳＰ
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ＯＲＴ」という異なる要素が存在しており、かつ、世界各国には「ＨＵ
ＧＯ」という要素を含む商標が多数存在している。そして、原告商標は
「ＢＯＳＳ」という要素に重点を置く一方で、被告商標は「ＨＵＧＯ」
という要素に重点を置いているため、実際には混同を生じさせ、又は公
衆を誤認させることはないのであり、両商標には依然として識別力が存
在している。
　よって、被告商標は、善意に基づき、宗教規範、道徳又は公の秩序に
反することなく登録されたと考えるため、原告の請求は棄却すべきであ
る。

上告審の判断 原判決取消・請求認容
　原告商標は、既に世界各国で登録されている周知商標であり、インド
ネシアでも１９８９年１月２４日には商標登録されていた一方で、被告
商標は、２００８年３月３日になって初めて商標登録を受けている。
　被告商標は、原告商標である「ＨＵＧＯ　ＢＯＳＳ」及びその派生商
標と外観及び称呼の点で要部の同一性を有しているというべきである。
　被告商標の登録は、悪意に基づくものであり、公衆を誤認させ、混同
を生じさせるおそれがあるといえ、原判決を取り消すのが相当である。

再審の判断 再審請求棄却
　原告商標は、インドネシアを含む各国において登録されている周知商
標であるところ、被告商標は、原告商標「ＨＵＧＯ　ＢＯＳＳ」と要部
における同一性を有するものであるため、その登録は悪意によるもので
あり、これを取り消すべきとする上告審の判断は相当である。

再審裁判体 裁判長：Dr. Yakup Ginting, S.H., C.N., M.Kn.

裁判官：Dr. H. Zahrul Rabain, S.H., MH. 

裁判官：Dr. Ibrahim, S.H., M.H., LL.M.

法的規範 悪意（消費者を混乱させる目的で模倣）に基づく、周知商標「ＨＵＧＯ　
ＢＯＳＳ」と「ＨＵＧＯ」という文字部分の書体や発音において要部の
同一性を有する登録商標は、これを取り消すことができる 8。

8　なお、最高裁判決（1222 K/Pdt/1995）は、原告の商標「ＨＵＧＯ ＢＯＳＳ」は、「ＢＯＳＳ」という主要部分で知ら
れるインドネシア内外における周知商標であり、たとえ同種の商品ではなくとも、商標「ＢＯＳＳ」を他者が使用す
ることは、その者が生産した商品があたかも原告の製品であるような印象を消費者に抱かせる旨の判示をしていた。
　日本の裁判例を見ると、平成２４年７月１８日知財高裁判決は、「ＢＯＳＳ」の欧文字は、２段に構成された「ＢＯ
ＳＳ／ＨＵＧＯ ＢＯＳＳ」商標中で上段に顕著に表された部分であり、フーゴ・ボスＡＧが用いる多数のブランドの
大部分で共通する部分であり、「ＢＯＳＳ／ＨＵＧＯ ＢＯＳＳ」商標の要部と認められる旨を判示している。
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６　SKYWORTH事件

判決番号 32 PK/Pdt.Sus-HKI/2018

判決日 ２０１８年３月２８日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 SKYWORTH GROUP, Co., Ltd.（再審請求人、被上告人、原告）
対

LINAWATY HARDJONO（再審被請求人、上告人、被告）
法務人権省知的財産総局商標局（従属再審被請求人、従属被上告人、従
属被告）

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１８年３月２８日（32 PK/Pdt.Sus-HKI/2018）
２０１６年７月１８日（165 K/Pdt.Sus-Merek/2016）
２０１５年１１月１８日（47/Pdt.Sus-Merek/2015/PN.Niaga.Jkt.Pst）

事案の概要 　本件は、１９９８年に設立された電子機器等を製造する中国企業で
ある原告が、被告は、登録済みの周知商標である原告商標（登録日：
２００６年８月３１日）を模倣し、原告商標と異なる指定商品について
被告商標（登録日：同年１２月２２日）の商標登録を受けたと主張し
て、その取消し等を求めた事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

請求一部認容
（ＴＲＩＰＳ協定の適用）
　現在まで、同種でない商品ないし役務について他者所有の周知商標と
要部又は全体の同一性を有する商標の拒絶要件を定めた旧商標法６条２
項の実施細則としての政令は未だ制定されていないので、裁判所は、Ｔ
ＲＩＰＳ協定１６条３項の規定を適用する。
（原告商標の周知性）
　原告商標は、１９９２年に中国で使用開始され、インドネシアを含む
世界各国で登録され、強力かつ大々的な広告宣伝活動が行われており、
これが付された商品は、世界各国で大規模な投資を伴って普及されてい
ることからして、原告商標は、旧商標法６条１項ｂ号注釈の要素を満た
しており、周知性を有しているといえる。
（被告商標と原告商標の類否）
　旧商標法６条１項ａ号注釈に照らして検討すると、被告商標と原告商
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標の支配的な要素は、「ＳＫＹＷＯＲＴＨ」という文字部分であり、形
状、配置方法、表記方法、要素の組合せ又は称呼の同一性の存在からし
て、両者は要部の同一性を有している。
（被告の悪意）
　最高裁判決（220/Panitia Kreditur/Perd/1986）を指針とすれば、インド
ネシア製の製品を生産するインドネシア人は、インドネシア国内のアイ
デンティティを示す明確な商標を用いることが義務付けられ、外国商標
を模倣することはもとより、可能な限りこれに類似する商標を避けるべ
きである。先に存在する他人の商標と要部又は全体において同一性を有
する商標の登録は、すでに周知商標の名声に便乗する目的での悪意ある
行為であることは明らかである。
　被告商標は、周知商標である原告商標と要部又は全体において同一性
を有している。そうすると、被告商標の使用は、被告商標が付された商
品等があたかも原告と関係を有している、又は原告に由来しているよう
な印象を与え、被告商標が付された商品等の消費者を騙し得る。なお、
原告商標は１６類、被告商標は７類、９類、１１類を指定商品等として
登録されているが、被告商標は原告商標と同一の要素を含んでいるた
め、これを放置した場合、消費者は、原告の商品等と被告の商品等が中
国原産であると考えてしまい、損失を被る。
　よって、被告商標の登録は悪意によるものであり、その取消しを認め
るべきである。

上告審の判断 原判決取消・請求棄却
　旧商法法６条２項の実施細則は未だ制定されておらず、その規定は有
効ということはできないから、これを本件に適用することはできない。

再審の判断 原判決取消・請求一部認容
　第一審の判断は的確かつ正当である。旧商標法６条２項に関する政令
は未だ制定されていないものの、インドネシアはＷＴＯ（ＴＲＩＰＳ協
定）の加盟国・パリ条約の締結国であり、同種の商品等ではない場合も
含めて周知商標の保護の義務を負う。

再審裁判体 裁判長：Prof. Dr. Takdir Rahmadi, S.H., LL.M.

裁判官：Syamsul Ma’arif, S.H., LL.M., Ph.D

裁判官：I Gusti Agung Sumanatha, S.H., M.H.

法的規範 　商事裁判所の判決は、法の欠
けん

缺
けつ

を埋める司法積極主義を含んでいる。
　国内法が未制定であることにより、国際的義務を逸脱することにはな
らず、同種ではない商品等に関する商標の保護は、基本的にＴＲＩＰＳ
協定とパリ条約の規定に従うべきである。
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７　GUDANG GARAM事件

判決番号 119 PK/Pdt.Sus-HKI/2017 

判決日 ２０１７年８月２８日

訴訟の種類 商標登録取消訴訟

当事者 PT GUDANG GARAM, TBK（再審請求人、被上告人、原告）
対

H. ALI KHOSIN, S.E. selaku PR JAYA MAKMUR （再審被請求人、上告
人、被告）
法務人権省知的財産総局商標局（従属再審被請求人、従属被上告人、従
属被告）

訴訟の対象 被告商標　　　　　　　　　　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１７年８月２８日（119 PK/Pdt.Sus-HKI/2017）
２０１４年４月２２日（162 K/Pdt.Sus-HKI/2014）
２０１３年９月１２日（04/HKI-Merek/2013/PN.Niaga.Sby）

事案の概要 　本件は、インドネシア及び各国でたばこの販売等を行っていた原告
が、被告は、悪意に基づいて、登録済みの周知商標である原告商標と要
部又は全体において同一性を有する被告商標（登録日：２００５年３月
２１日及び同年７月１４日）の登録を受けたと主張して、その取消し等
を求めた事案である。

第一審の判断
（スラバヤ地
裁商事裁判所）

請求認容
　旧商標法６９条２項は、当該商標が宗教規範、道徳又は公の秩序に反
する場合には、取消訴訟を無期限で提起することができる旨を規定し、
同項注釈の「宗教規範、道徳又は公の秩序に反する」とは、同法５条ａ
号注釈における定義と同じであり、「公の秩序に反する」には、「悪意」
の場合も含まれる。
　原告（PT GUDANG GARAM, TBK）は、インドネシアで１９７９年
に設立され、その名称に基づいて原告商標の名称（Ｇｕｄａｎｇ Ｇａ
ｒａｍ）を定め、各種商品区分について、インドネシア及び各国におい
て商標登録を受けている。
　そして、被告商標と原告商標は、全体的にみると、商標の色、倉庫と
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線路のロゴ図画、文字の構成と称呼について類似性がみられ、あたかも
同じ製造会社の製品であるかのようであり、消費者又はそれを使用する
公衆に明らかな混乱を招き、又は誤認させ得る。それゆえ、被告商標
は、原告商標と要部又は全体における同一性を有しているといえるし、
原告の法人名とも類似している。
　以上によれば、被告は、原告商標の名声に便乗することで、被告商標
の着想を得ているというべきであり、悪意の要素を満たしているといえ
る。

上告審の判断 原判決取消・請求棄却
　第一審は、従属被告が方式審査、実体審査時に権限に基づいて「善
意」について判断していることについての考慮が欠けている。
　被告商標は、すでに商標一般登録簿と商標官報に登録されているし、
被告商標を詳細にみると、原告商標との間で混乱を招き得る形、配置方
法、称呼の同一性は存在しない。
　また、原告は、被告の悪意について立証できていない。

再審の判断 原判決取消・請求認容
　原告商標は、３４類の指定商品ないし役務について、すでに登録され
ており、これは被告商標と同種である。
　被告商標は、「Ｇｕｄａｎｇ」の称呼、文字と色の組合せ、ロゴ図画
において、原告商標と要部における同一性を有しており、その状況によ
り公衆が誤認し、両商品が同一の企業ないし工場に由来するという強い
印象を生じさせ得る。
　被告は、インドネシアの公衆において広く知られている原告商標を模
倣・便乗しており、原告に不利益となっているため、被告商標が、被告
の悪意に基づいて登録されたとする第一審の判断は相当である。
　原告が被告に関する刑事判決（104 PK/Pid.Sus/2015）等の形で提出し
た新証拠は、第一審の判断に沿うものであり、決定的性格を有してい
る。

再審裁判体 裁判長：Syamsul Ma’arif, S.H., LL.M., Ph.D

裁判体：I Gusti Agung Sumanatha, S.H., M.H.

裁判体：Sudrajad Dimyati, S.H., M.H.

法的規範 　再審は、被告商標と原告商標は、「Ｇｕｄａｎｇ」の称呼、文字と色
の組合せ、ロゴ図画の同一性の存在という意味での要部の同一性によ
り、その状況は公衆を誤認させ、両商品が同一の企業ないし工場に由来
するという強い印象を生じさせ得るとした。
　再審による商標の要部の同一性を肯定した理由は、刑事判決に基づく
ものである。再審は、被告の商標登録は悪意に基づくものと評価した。
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８　PUREBABY事件

判決番号 126 PK/Pdt.Sus-HKI/2016

判決日 ２０１７年１月１１日

訴訟の種類 商標審判委員会審決に対する異議訴訟

当事者 PT. ANTARMITRA SEMBADA（再審被請求人、上告人、原告）
対

法務人権省知的財産総局商標審判委員会（再審請求人、被上告人、被
告）

訴訟の対象 引用商標　　　　　　　　　　　原告商標

訴訟の履歴 ２０１７年１月１１日（126 PK/Pdt.Sus-HKI/2016）
２０１５年３月１８日（308 K/Pdt.Sus-HaKI/2013）
２０１３年４月４日（85/Merek/2012/PN.Niaga.Jkt.Pst）
２０１２年８月１日（173/KBM/HKI/2012）

事案の概要 　本件は、原告が、３類のベビーオイル等の商品について、法務人権省
知的財産総局に対し、原告商標の出願を行ったところ、同種の指定商品
に係る引用商標（登録年：１９８５年）と要部の同一性を有していると
の理由で、拒絶査定を受けたため、被告に対して審判請求を行ったとこ
ろ、拒絶審決を受けたことから、その審決の取消し及び原告商標の登録
等を求めた事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

請求棄却
　旧商標法６条１項ａ号注釈は、要部又は全体における同一性とは、あ
る商標と他の商標に支配的な要素が存在していることによって生ずる同
一性をいい、形状、配置方法、表記方法等の同一性が存在するという印
象を与えるものをいうと規定している。
　また、最高裁判決（2451/K/Pdt/1987）は、ある商標と他の商標の要部
又は全体の同一性の有無を判断するに当たっては、当該商標はその一部
を分離することなく、完全な一つのまとまりとして全体的に観察しなけ
ればならない旨を判示している。
　引用商標は、「ＭＹ ＢＡＢＹ」という文字の要素と図画の要素から
構成される商標であり、「支配的な要素」は、「ＭＹ ＢＡＢＹ」という
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文字の要素であるところ、これと原告商標とは、観念、文字の要素、称
呼において同一性を有している。
　また、被告が指摘するように、同種の指定商品に当たるかは、公衆の
日常の理解に応じて定めるべきとされているところ、引用商標の指定商
品と原告商標の指定商品との間には、性質、製造、使用方法に同一性が
あるから、同種の製品であると分類される。

上告審の判断 原判決取消・請求一部認容
　商標「ＷＨＩＴＥ ＣＯＦＦＥＥ」と商標「ＣＯＦＦＥＥ ＬＵＷＡ
Ｋ」では、「ＣＯＦＦＥＥ」が種類で、「ＷＨＩＴＥ」と「ＬＵＷＡＫ」
が商標であるという事案と同様に、「ＢＡＢＹ」は種類の名称であるた
め、原告商標と引用商標に要部の同一性があるとは認められない。

再審の判断 原判決取消・請求棄却
　上告審は、事実認定の問題に踏み込んでいるが、その権限は、下級審
の法の適用面の適否について判断するのみである。
　本件では、原告商標と先願商標である引用商標の要部の同一性の有無
の問題は、すでに下級審が判断済みである。そして、上級審は、決定的
な新証拠に基づく十分な判断もなく、下級審が同種商品区分の両商標の
要部の同一性を審理・認定した事実認定の問題を再審理している。
　なお、引用商標は、８か国で登録されており、継続的に長期間にわ
たってウェブサイトを通じた広告をしているため、周知商標として立証
可能であり、原告商標の出願は悪意に基づくといえる。

再審裁判体 裁判長：Prof. Dr. Takdir Rahmadi, S.H., LL.M.

裁判官：Dr. Nurul Elmiyah. S.H., M.H. 

裁判官：I Gusti Agung Sumanatha, S.H., M.H.

法的規範 　ある商標と他の商標の要部又は全体の同一性の有無は、当該商標の一
部を分離することなく、一つのまとまりとして全体的に観察して判断し
なければならない。
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９　PERMONA事件

判決番号 115 PK/Pdt.Sus-HKI/2015

判決日 ２０１６年１月６日

訴訟の種類 商標審判委員会審決に対する異議訴訟

当事者 PT. PERMONA（再審請求人、上告人、原告）
対

法務人権省知的財産総局商標審判委員会（再審被請求人、被上告人、被
告）

訴訟の対象 引用商標　　　　　　　　　　　　原告商標

Hong Tashan　　　　　　　　　　Hong Tashan

登録番号 lDM000023165　　　　 出願番号 D00-2006-024875

訴訟の履歴 ２０１６年１月６日（115 PK/Pdt.Sus-HKI/2015）
２０１４年７月２３日（225 K/Pdt.Sus-HKI/2014）
２０１４年１月１５日（77/Pdt.Sus/Merek/2013/PN.Niaga.Jkt.Pst）

関連判決 ２０１０年４月２６日バンドン行政裁判所判決
（41/G/2010/PTUN-BDG）
２０１１年２月２１日ジャカルタ行政高等裁判所判決
（189/B/2010/PT.TUN.JKT）
２０１１年９月２８日最高裁判決（221 K/TUN/2011）

事案の概要 　本件は、原告が、法務人権省知的財産総局に対して原告商標の出願を
したところ、引用商標と類似しているとして拒絶されたため、被告に対
して審判請求を行ったところ、法定の審判請求期間を徒過していること
を理由にこれを受理できない旨の通知を受けたことから、中央ジャカル
タ地裁商事裁判所に対して訴訟を提起した事案である。

第一審の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

訴え却下
　旧商標法３１条３項及び商標出願、審査、審判解決の手順に関する
大統領令２００５年第２０号（以下「２００５年大統領令」という。）
１３条３項は、出願人又は代理人は、審判請求拒絶審決を受領した日か
ら起算して３か月以内に、当該審決に対する訴訟を商事裁判所に提起す
ることができるとしている。
　原告は、２００６年９月３日、原告商標の出願をした。法務人権省知
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的財産総局は、２００９年１０月２６日付け文書により、原告商標が同
種の商品について先に商標登録されていた引用商標を模倣したものであ
るとの理由で、原告の出願の拒絶を通知した。
　原告は、同年１１月６日に受領した商標登録出願拒絶通知について反
論したものの、同日から起算して３か月以内に商標審判委員会に対して
審判請求を行わず、２０１２年９月２５日になってから審判請求を行っ
た。
　商標審判委員会事務局は、２００５年大統領令３条４項に規定された
期間を徒過しているとして、同大統領令７条１項に基づき、原告の審判
請求を受理できない旨の通知をしたものの、未だ商標審判委員会による
審決はなかった。
　原告は、原告商標の出願の拒絶査定に関する不服申立ては行政裁判所
ではなく商標審判委員会に対して行うべき旨を判示した最高裁判決（221 
K/TUN/2011）を根拠として商事裁判所に提訴したが、上記のとおり、
当該訴訟の対象となる商標審判委員会審決は存在していない。
　以上によれば、旧商標法３１条３項に基づき、中央ジャカルタ地裁商
事裁判所は、本件を審理判決する権限を有していない。

上告審の判断 上告棄却
　原告は、原告商標の出願をしたが、法務人権省知的財産総局は、引用
商標を模倣するものとして拒絶し、原告は、２００６年１１月１６日付
けで商標登録出願拒絶通知を受領している。原告は、２００５年大統領
令３条４項の審判請求期間を徒過してから審判請求を行ったものであ
り、手続上・形式上の要件を備えていなかった。
　原告の提訴は、商標審判委員会審決を根拠としておらず、旧商標法
３１条３項及び２００５年大統領令１３条３項の要件を満たさない。

再審の判断 再審請求棄却
　原告は、商標審判委員会への審判請求を商標登録出願拒絶通知の受領
日から３か月以内に行っておらず、商事裁判所への提訴も商標審判委員
会審決を根拠としていないことが判明したため、 旧商標法３１条３項及
び２００５年大統領令１３条３項の要件を満たさない。
　原告が提出した証拠は、決定的な新証拠ではないため、法律審（上告
審）判決を破棄することはできない。

再審裁判体 裁判長：Dr. H. Mohammad Saleh, S.H., M.H.

裁判官：I Gusti Agung Sumanatha, S.H.,M.H. 

裁判官：Dr. H. Zahrul Rabain, S.H., M.H.

法的規範 　商標審判委員会からの通知は、商事裁判所への訴訟提起の根拠にはな
らない。
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１０　RJSTEEL事件

判決番号 71/Pdt.Sus-Merk /2017/PN.Niaga Jkt.Pst

判決日 ２０１８年５月２日

訴訟の種類 商標審判委員会審決に対する異議訴訟

当事者 PT. MITRA ANGKASA SEJAHTERA（原告）
対

法務人権省知的財産総局商標審判委員会（被告）

訴訟の対象 引用商標　　　　　　　　　　原告商標 :

訴訟の履歴 ２０１８年５月２日（71/Pdt.Sus-Merk /2017/PN.Niaga Jkt.Pst）
２０１７年６月７日（247/KBM/HKI/2017）

事案の概要 　本件は、原告が、法務人権省知的財産総局に対し、原告商標の登録出
願をしたところ、同種の指定商品に係る引用商標と要部の同一性がある
として、拒絶査定を受けたため、被告に審判請求を行ったところ、拒絶
審決を受けたことから、その審決の取消し及び原告商標の登録等を求め
た事案である。

裁判所の判断
（中央ジャカ
ルタ地裁商事
裁判所）

請求認容
　ＡＪＢＳ （Anak Jaya Bapak Senang）グループは、スラバヤで１９６６
年に設立され、インドネシアで知られたボルト・ナット等のインフラ
開発用商品を販売する会社であり、その後、インドネシア初のボルト・
ナットフランチャイズ会社として原告（PT. Mitra Angkasa Sejahtera）を
設立し、「ＲＪＳＴＥＥＬ」の名称でボルト・ナット事業のフランチャ
イズを行い、現在はインドネシア全国の都市に５０店舗程度を出店して
いる。
　原告商標の「ＲＪＳＴＥＥＬ」は、「ＲＪ」という文字と「ＳＴＥ
ＥＬ」という文字に由来し、「ＲＪ」は原告の創立者で取締役である
Indriani Suhartonoの息子 Ryan Joshuaの名前のイニシャルであり、「ＳＴ
ＥＥＬ」という文字は「鉄」の意味を有し、基本材料として鉄を用いて
製造しているボルト・ナット商品を示している。
　原告商標の「ＲＪ」は、四角形状に配置されていて識別力は明らか
であり、引用商標との違いが存在する。他方、鉄を意味する「ＳＴＥ
ＥＬ」という語は、販売製品の材料の種類である「Krakatau Steel」を指
すような識別力がない語である。別の例で言えば、「ＡＢＣ Ｄｏｍｉｎ
ｏ」と「ＡＢＣＤ」とは異なるし、「ＤＥＦ」と「ＤＥＦＲＯＺ」も称
呼の同一性に関する分析をすれば異なる。
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　専門家である Emawati Junus, S.H., M.H.氏は、商標審査官と商標審判
委員会には主観的な評価が見られ、一貫性を有しておらず、各商標に異
なる見解が生じ得るとしている 9。
　当裁判所は、原告商標は善意に基づいて出願されており、引用商標を
模倣する意図がなく、両商標は外観、観念及び称呼の同一性がないと結
論付けられるために、原告商標の商標登録を認めるのが相当と思料する
ため、原審決は取り消すべきである。

裁判体 裁判長：Mahfudin, SH. MH.

裁判官：Duta Baskara, S.H., M.H.

裁判官：H. Sunarso, S.H., M.H.

法的規範 　商標について外観、観念及び称呼上の相違がある場合、要部の同一性
を有しているとはいえない。

9　インドネシアでは、技術系の知財事件について日本のような知財裁判所調査官制度はなく、技術系・非技術系を問わ
ず知財事件の論点については、当事者の申請した専門家証人の意見を通じて判断することが多い。
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